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６．介護サービス従事者の労働環境等の改善

今後、介護サービスの利用が急速に拡大していくことが見込まれます。「団塊の世代」が

歳以上となる令和７（ ）年と、「団塊ジュニア世代」が 歳以上となる令和 （ ）

年の双方を見据えたサービス基盤の整備を進めるにあたっては、サービスを提供するために必

要となる介護人材の確保に努めていかなければなりません。そのため、これまで以上に介護職

員や看護職員、生活相談員などを含めた介護従事者の確保に関する有効な取組が必要となり

ます。

本市では、介護従事者の処遇改善や、介護の仕事の魅力向上に取り組むとともに、ＩＣＴ等

の導入による業務の効率化など、介護現場における負担の軽減、職場環境の改善に取り組むこ

とで、介護人材の確保を図ります。

事業名 内容

介護人材の処遇改善の

推進

・介護職員処遇改善加算制度�を導入していない事業所への加算の取得促

進を図ります。

介護ロボットやⅠＣＴの

活用事例の周知

・県と連携し、介護ロボットやⅠＣＴの活用事例を周知し、業務の効率

化を促進します。

介護サービス事業所等

による申請手続きの

簡素化

・業務効率化の観点から、介護分野の文書に係る負担軽減を図るため、

国が示す方針に基づき、申請様式・添付書類や手続きの簡素化を図り

ます。

�介護職員処遇改善加算制度…介護サービス事業所が、介護職員のキャリアアップの仕組みを作ったり、職場の労働環

境の改善を行ったりした場合に、介護サービス事業所に対して通常の介護報酬に一定率を加算して支払われる制度。

支払いを受けた介護サービス事業所は、介護職員の給料とは別に手当として支給する必要があります。

６．介護サービス従事者の労働環境等の改善 第５章 介護保険事業費の見込み

下記の手順で、介護保険事業費、第１号被保険者の月額基準保険料額を算出します。

ステップ１ 第１号被保険者数・要介護認定者数の見込み

１－１ 第１号被保険者数（※Ｐ９）

○コーホート変化率法に基づく男女別・年齢別人口の推計

１－２ 要介護（要支援）認定者数（※Ｐ ）

○男女別・５歳階級別の要介護認定率をもとに推計

 
 

ステップ２ サービス別の利用量（利用者数・利用回数）の見込み

２－１ 居宅サービス・地域密着型サービス（※Ｐ 、 、 、 ）

○施設等サービス利用者を除いた要介護（要支援）者を介護度別の対象者数に各サービス

の利用率を乗じて利用量（利用者数・利用回数）を推計

２－２ 施設・居住系サービス（※Ｐ 、 、 ）

○施設等の整備計画を踏まえた入所見込者数を考慮

２－３ 介護予防・日常生活支援総合事業（※Ｐ ）

○要支援者の対象者数に各サービス（訪問・通所）の利用率を乗じて利用量（利用者数・

利用回数）を推計

 
 

ステップ３ 介護保険事業費等の見込み

３－１ 介護給付費の見込み

○介護給付費・予防給付費の推計

・各サービスの１人あたりの給付費をもとに算出

〇日常生活支援総合事業費の見込み

・各サービス（訪問・通所）の１人あたりの給付費をもとに算出

３－２ 総事業費の見込み

○介護給付費・予防給付費＋地域支援事業費（介護予防・日常生活支援総合事業費、包括的

支援事業・任意事業費）＋その他

 
 

ステップ４ 第１号被保険者の介護保険料の設定

４－１ 基準月額保険料の設定

○第１号被保険者の負担総額÷ 歳以上人口（３年間）

４－２ 所得段階別保険料額の設定

第5章 介護保険事業費の見込み

75



１ 要介護（要支援）認定者数の見込み（第２号被保険者を含む）

介護給付、予防給付の対象となる要介護（要支援）認定者数（第２号被保険者を含む）を下

図のとおり見込みます。

要介護（要支援）認定者数の見込み（第２号被保険者を含む）

資料：地域包括ケア「見える化」システムによる推計

※認定者には第２号被保険者を含んでいますが、認定率は第１号被保険者のみの割合となっています。

平成 年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和７年度

（ 年度）

令和 年度

（ 年度）

（％）（人）
←実績値 見込値→

要支援１ 要支援２ 要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５ 認定率

第８期計画期間

1 要介護（要支援）認定者数の見込み（第２号被保険者を含む） ２ 介護サービス量の見込み

（１）居宅介護サービス利用量の見込み

１．利用量の見込み（１か月あたり）

サービス名 単位

第７期計画（実績値） 第８期計画（見込値） 推計値

平成

年度

令和

元年度

令和

２年度

（見込値）

令和

３年度

令和

４年度

令和

５年度

令和

７年度

令和

年度

居宅サービス

訪問介護

回数

（回）

人数

（人）

訪問入浴介護

回数

（回）

人数

（人）

訪問看護

回数

（回）

人数

（人）

訪問リハビリ

テーション

回数

（回）

人数

（人）

居宅療養管理指導
人数

（人）

通所介護

回数

（回）

人数

（人）

通所リハビリ

テーション

回数

（回）

人数

（人）

短期入所生活介護

日数

（日）

人数

（人）

短期入所療養介護

（老健）

日数

（日）

人数

（人）

短期入所療養介護

（病院等）

日数

（日）

人数

（人）

短期入所療養介護

（介護医療院）

日数

（日）

人数

（人）

福祉用具貸与
人数

（人）

特定福祉用具

購入費

人数

（人）

住宅改修費
人数

（人）

特定施設入居者

生活介護

人数

（人）

居宅介護支援
人数

（人）

2 介護サービス量の見込み
（１）居宅介護サービス利用量の見込み
１．利用量の見込み（１か月あたり）
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１ 要介護（要支援）認定者数の見込み（第２号被保険者を含む）

介護給付、予防給付の対象となる要介護（要支援）認定者数（第２号被保険者を含む）を下

図のとおり見込みます。

要介護（要支援）認定者数の見込み（第２号被保険者を含む）

資料：地域包括ケア「見える化」システムによる推計

※認定者には第２号被保険者を含んでいますが、認定率は第１号被保険者のみの割合となっています。

平成 年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和７年度

（ 年度）

令和 年度

（ 年度）

（％）（人）
←実績値 見込値→

要支援１ 要支援２ 要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５ 認定率

第８期計画期間

1 要介護（要支援）認定者数の見込み（第２号被保険者を含む） ２ 介護サービス量の見込み

（１）居宅介護サービス利用量の見込み

１．利用量の見込み（１か月あたり）

サービス名 単位

第７期計画（実績値） 第８期計画（見込値） 推計値

平成

年度

令和

元年度

令和

２年度

（見込値）

令和

３年度

令和

４年度

令和

５年度

令和

７年度

令和

年度

居宅サービス

訪問介護

回数

（回）

人数

（人）

訪問入浴介護

回数

（回）

人数

（人）

訪問看護

回数

（回）

人数

（人）

訪問リハビリ

テーション

回数

（回）

人数

（人）

居宅療養管理指導
人数

（人）

通所介護

回数

（回）

人数

（人）

通所リハビリ

テーション

回数

（回）

人数

（人）

短期入所生活介護

日数

（日）

人数

（人）

短期入所療養介護

（老健）

日数

（日）

人数

（人）

短期入所療養介護

（病院等）

日数

（日）

人数

（人）

短期入所療養介護

（介護医療院）

日数

（日）

人数

（人）

福祉用具貸与
人数

（人）

特定福祉用具

購入費

人数

（人）

住宅改修費
人数

（人）

特定施設入居者

生活介護

人数

（人）

居宅介護支援
人数

（人）

2 介護サービス量の見込み
（１）居宅介護サービス利用量の見込み
１．利用量の見込み（１か月あたり）
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２．給付費の見込み

サービス見込み量に、サービスごとの利用１回・１日あたり（又は１月あたり）給付額を乗

じて総給付費を求めます。

単位：千円

サービス名

第７期計画（実績値） 第８期計画（見込値） 推計値

平成

年度

令和

元年度

令和

２年度

（見込値）

令和

３年度

令和

４年度

令和

５年度

令和

７年度

令和

年度

居宅サービス

訪問介護

訪問入浴介護

訪問看護

訪問リハビリテーション

居宅療養管理指導

通所介護

通所リハビリテーション

短期入所生活介護

短期入所療養介護

福祉用具貸与

特定福祉用具購入費

住宅改修費

特定施設入居者生活介護

居宅介護支援

合計

※千円未満を四捨五入しているため、合計額が一致しない場合があります。

２．給付費の見込み （２）介護予防サービス利用量の見込み

１．利用量の見込み（１か月あたり）

サービス名 単位

第７期計画（実績値） 第８期計画（見込値） 推計値

平成

年度

令和

元年度

令和

２年度

（見込値）

令和

３年度

令和

４年度

令和

５年度

令和

７年度

令和

年度

介護予防サービス

介護予防訪問入浴

介護

回数

（回）

人数

（人）

介護予防訪問看護

回数

（回）

人数

（人）

介護予防訪問

リハビリ

テーション

回数

（回）

人数

（人）

介護予防居宅療養

管理指導

人数

（人）

介護予防通所

リハビリ

テーション

人数

（人）

介護予防短期入所

生活介護

日数

（日）

人数

（人）

介護予防短期入所

療養介護（老健）

日数

（日）

人数

（人）

介護予防短期入所

療養介護（病院等）

日数

（日）

人数

（人）

短期入所療養介護

（介護医療院）

日数

（日）

人数

（人）

介護予防福祉用具

貸与

人数

（人）

介護予防特定福祉

用具購入費

人数

（人）

介護予防住宅改修費
人数

（人）

介護予防特定施設

入居者生活介護

人数

（人）

介護予防支援
人数

（人）

（２）介護予防サービス利用量の見込み

１．利用量の見込み（１か月あたり）
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２．給付費の見込み

サービス見込み量に、サービスごとの利用１回・１日あたり（又は１月あたり）給付額を乗

じて総給付費を求めます。

単位：千円

サービス名

第７期計画（実績値） 第８期計画（見込値） 推計値

平成

年度

令和

元年度

令和

２年度

（見込値）

令和

３年度

令和

４年度

令和

５年度

令和

７年度

令和

年度

居宅サービス

訪問介護

訪問入浴介護

訪問看護

訪問リハビリテーション

居宅療養管理指導

通所介護

通所リハビリテーション

短期入所生活介護

短期入所療養介護

福祉用具貸与

特定福祉用具購入費

住宅改修費

特定施設入居者生活介護

居宅介護支援

合計

※千円未満を四捨五入しているため、合計額が一致しない場合があります。

２．給付費の見込み （２）介護予防サービス利用量の見込み

１．利用量の見込み（１か月あたり）

サービス名 単位

第７期計画（実績値） 第８期計画（見込値） 推計値

平成

年度

令和

元年度

令和

２年度

（見込値）

令和

３年度

令和

４年度

令和

５年度

令和

７年度

令和

年度

介護予防サービス

介護予防訪問入浴

介護

回数

（回）

人数

（人）

介護予防訪問看護

回数

（回）

人数

（人）

介護予防訪問

リハビリ

テーション

回数

（回）

人数

（人）

介護予防居宅療養

管理指導

人数

（人）

介護予防通所

リハビリ

テーション

人数

（人）

介護予防短期入所

生活介護

日数

（日）

人数

（人）

介護予防短期入所

療養介護（老健）

日数

（日）

人数

（人）

介護予防短期入所

療養介護（病院等）

日数

（日）

人数

（人）

短期入所療養介護

（介護医療院）

日数

（日）

人数

（人）

介護予防福祉用具

貸与

人数

（人）

介護予防特定福祉

用具購入費

人数

（人）

介護予防住宅改修費
人数

（人）

介護予防特定施設

入居者生活介護

人数

（人）

介護予防支援
人数

（人）

（２）介護予防サービス利用量の見込み

１．利用量の見込み（１か月あたり）
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２．給付費の見込み

単位：千円

サービス名

第７期計画（実績値） 第８期計画（見込値） 推計値

平成

年度

令和

元年度

令和

２年度

（見込値）

令和

３年度

令和

４年度

令和

５年度

令和

７年度

令和

年度

介護予防サービス

介護予防訪問入浴介護

介護予防訪問看護

介護予防訪問リハビリ

テーション

介護予防居宅療養管理指導

介護予防通所リハビリ

テーション

介護予防短期入所生活介護

介護予防短期入所療養介護

介護予防福祉用具貸与

特定介護予防福祉用具購入費

介護予防住宅改修費

介護予防特定施設入居者

生活介護

介護予防支援

合計

※千円未満を四捨五入しているため、合計額が一致しない場合があります。

２．給付費の見込み （３）地域密着型介護サービス利用量の見込み

１．利用量の見込み（１か月あたり）

サービス名 単位

第７期計画（実績値） 第８期計画（見込値） 推計値

平成

年度

令和

元年度

令和

２年度

（見込値）

令和

３年度

令和

４年度

令和

５年度

令和

７年度

令和

年度

地域密着型サービス

定期巡回・随時

対応型訪問介護

看護

人数

（人）

夜間対応型訪問

介護

人数

（人）

認知症対応型通所

介護

回数

（回）

人数

（人）

地域密着型通所

介護

回数

（回）

人数

（人）

小規模多機能型

居宅介護

人数

（人）

看護小規模多機能

型居宅介護

人数

（人）

認知症対応型

共同生活介護

人数

（人）

地域密着型特定

施設入居者生活

介護

人数

（人）

地域密着型介護

老人福祉施設

入所者生活介護

人数

（人）

２．給付費の見込み

単位：千円

サービス名

第７期計画（実績値） 第８期計画（見込値） 推計値

平成

年度

令和

元年度

令和

２年度

見込値

令和

３年度

令和

４年度

令和

５年度

令和

７年度

令和

年度

地域密着型サービス

定期巡回・随時対応型訪問

介護看護

夜間対応型訪問介護

認知症対応型通所介護

地域密着型通所介護

小規模多機能型居宅介護

看護小規模多機能型居宅介護

認知症対応型共同生活介護

地域密着型特定施設入居者

生活介護

地域密着型介護老人福祉施設

入所者生活介護

合計

※千円未満を四捨五入しているため、合計額が一致しない場合があります。

（３）地域密着型介護サービス利用量の見込み
１．利用量の見込み（１か月あたり）

２．給付費の見込み
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２．給付費の見込み

単位：千円

サービス名

第７期計画（実績値） 第８期計画（見込値） 推計値

平成

年度

令和

元年度

令和

２年度

（見込値）

令和

３年度

令和

４年度

令和

５年度

令和

７年度

令和

年度

介護予防サービス

介護予防訪問入浴介護

介護予防訪問看護

介護予防訪問リハビリ

テーション

介護予防居宅療養管理指導

介護予防通所リハビリ

テーション

介護予防短期入所生活介護

介護予防短期入所療養介護

介護予防福祉用具貸与

特定介護予防福祉用具購入費

介護予防住宅改修費

介護予防特定施設入居者

生活介護

介護予防支援

合計

※千円未満を四捨五入しているため、合計額が一致しない場合があります。

２．給付費の見込み （３）地域密着型介護サービス利用量の見込み

１．利用量の見込み（１か月あたり）

サービス名 単位

第７期計画（実績値） 第８期計画（見込値） 推計値

平成

年度

令和

元年度

令和

２年度

（見込値）

令和

３年度

令和

４年度

令和

５年度

令和

７年度

令和

年度

地域密着型サービス

定期巡回・随時

対応型訪問介護

看護

人数

（人）

夜間対応型訪問

介護

人数

（人）

認知症対応型通所

介護

回数

（回）

人数

（人）

地域密着型通所

介護

回数

（回）

人数

（人）

小規模多機能型

居宅介護

人数

（人）

看護小規模多機能

型居宅介護

人数

（人）

認知症対応型

共同生活介護

人数

（人）

地域密着型特定

施設入居者生活

介護

人数

（人）

地域密着型介護

老人福祉施設

入所者生活介護

人数

（人）

２．給付費の見込み

単位：千円

サービス名

第７期計画（実績値） 第８期計画（見込値） 推計値

平成

年度

令和

元年度

令和

２年度

見込値

令和

３年度

令和

４年度

令和

５年度

令和

７年度

令和

年度

地域密着型サービス

定期巡回・随時対応型訪問

介護看護

夜間対応型訪問介護

認知症対応型通所介護

地域密着型通所介護

小規模多機能型居宅介護

看護小規模多機能型居宅介護

認知症対応型共同生活介護

地域密着型特定施設入居者

生活介護

地域密着型介護老人福祉施設

入所者生活介護

合計

※千円未満を四捨五入しているため、合計額が一致しない場合があります。

（３）地域密着型介護サービス利用量の見込み
１．利用量の見込み（１か月あたり）

２．給付費の見込み
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（４）地域密着型介護予防サービス利用量の見込み

１．利用量の見込み（１か月あたり）

サービス名 単位

第７期計画（実績値） 第８期計画（見込値） 推計値

平成

年度

令和

元年度

令和

２年度

見込値

令和

３年度

令和

４年度

令和

５年度

令和

７年度

令和

年度

地域密着型介護予防サービス

介護予防認知症

対応型通所介護

回数

（回）

人数

（人）

介護予防小規模

多機能型居宅介護

人数

（人）

介護予防認知症

対応型共同生活

介護

人数

（人）

２．給付費の見込み

単位：千円

サービス名

第７期計画（実績値） 第８期計画（見込値） 推計値

平成

年度

令和

元年度

令和

２年度

見込値

令和

３年度

令和

４年度

令和

５年度

令和

７年度

令和

年度

地域密着型介護予防サービス

介護予防認知症対応型

通所介護

介護予防小規模多機能型

居宅介護

介護予防認知症対応型

共同生活介護

合計

※千円未満を四捨五入しているため、合計額が一致しない場合があります。

（４）地域密着型介護予防サービス利用量の見込み

１．利用量の見込み（１か月あたり）

２．給付費の見込み

（５）施設・居住系サービス利用量の見込み

１．利用量の見込み（１か月あたり）

単位：人

種 別

第７期計画（実績値） 第８期計画（見込値） 推計値

平成

年度

令和

元年度

令和

２年度

見込値

令和

３年度

令和

４年度

令和

５年度

令和

７年度

令和

年度

居住系サービス

特定施設入居者

生活介護

介護予防給付

（要支援）

介護給付

（要介護）

地域密着型サービス

認知症対応型

共同生活介護

介護予防給付

（要支援）

介護給付

（要介護）

地域密着型特定施設入居者

生活介護

地域密着型介護老人福祉施設

入所者生活介護

施設サービス

介護老人福祉施設

介護老人保健施設

介護療養型医療施設

介護医療院

※地域密着型サービスのうち、地域密着型特定施設入居者生活介護と地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護及び

施設サービスは、要支援では利用することができません。

（５）施設・居住系サービス利用量の見込み

１．利用量の見込み（１か月あたり）
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（４）地域密着型介護予防サービス利用量の見込み

１．利用量の見込み（１か月あたり）

サービス名 単位

第７期計画（実績値） 第８期計画（見込値） 推計値

平成

年度

令和

元年度

令和

２年度

見込値

令和

３年度

令和

４年度

令和

５年度

令和

７年度

令和

年度

地域密着型介護予防サービス

介護予防認知症

対応型通所介護

回数

（回）

人数

（人）

介護予防小規模

多機能型居宅介護

人数

（人）

介護予防認知症

対応型共同生活

介護

人数

（人）

２．給付費の見込み

単位：千円

サービス名

第７期計画（実績値） 第８期計画（見込値） 推計値

平成

年度

令和

元年度

令和

２年度

見込値

令和

３年度

令和

４年度

令和

５年度

令和

７年度

令和

年度

地域密着型介護予防サービス

介護予防認知症対応型

通所介護

介護予防小規模多機能型

居宅介護

介護予防認知症対応型

共同生活介護

合計

※千円未満を四捨五入しているため、合計額が一致しない場合があります。

（４）地域密着型介護予防サービス利用量の見込み

１．利用量の見込み（１か月あたり）

２．給付費の見込み

（５）施設・居住系サービス利用量の見込み

１．利用量の見込み（１か月あたり）

単位：人

種 別

第７期計画（実績値） 第８期計画（見込値） 推計値

平成

年度

令和

元年度

令和

２年度

見込値

令和

３年度

令和

４年度

令和

５年度

令和

７年度

令和

年度

居住系サービス

特定施設入居者

生活介護

介護予防給付

（要支援）

介護給付

（要介護）

地域密着型サービス

認知症対応型

共同生活介護

介護予防給付

（要支援）

介護給付

（要介護）

地域密着型特定施設入居者

生活介護

地域密着型介護老人福祉施設

入所者生活介護

施設サービス

介護老人福祉施設

介護老人保健施設

介護療養型医療施設

介護医療院

※地域密着型サービスのうち、地域密着型特定施設入居者生活介護と地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護及び

施設サービスは、要支援では利用することができません。

（５）施設・居住系サービス利用量の見込み

１．利用量の見込み（１か月あたり）
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２．給付費の見込み

単位：千円

種 別

第７期計画（実績値） 第８期計画（見込値） 推計値

平成

年度

令和

元年度

令和

２年度

見込値

令和

３年度

令和

４年度

令和

５年度

令和

７年度

令和

年度

居住系サービス

特定施設入居者

生活介護

介護予防給付

（要支援）

介護給付

（要介護）

地域密着型サービス

認知症対応型

共同生活介護

介護予防給付

（要支援）

介護給付

（要介護）

地域密着型特定施設入居者

生活介護

地域密着型介護老人福祉施設

入所者生活介護

施設サービス

介護老人福祉施設

介護老人保健施設

介護療養型医療施設

介護医療院

合計

※千円未満を四捨五入しているため、合計額が一致しない場合があります。

２．給付費の見込み （６）介護予防・日常生活支援総合事業利用量の見込み

１．利用量の見込み（１か月あたり）

単位：人

種 別

第７期計画（実績値） 第８期計画（見込値） 推計値

平成

年度

令和

元年度

令和

２年度

見込値

令和

３年度

令和

４年度

令和

５年度

令和

７年度

令和

年度

介護予防・日常生活支援総合事業

訪問介護相当サービス

訪問型サービスＡ

通所介護相当サービス

通所型サービスＡ

 
２．給付費の見込み

単位：千円

種 別

第７期計画（実績値） 第８期計画（見込値） 推計値

平成

年度

令和

元年度

令和

２年度

（見込値）

令和

３年度

令和

４年度

令和

５年度

令和

７年度

令和

年度

介護予防・日常生活支援総合事業

訪問介護相当サービス

訪問型サービスＡ

通所介護相当サービス

通所型サービスＡ

通所型サービスＣ

介護予防ケアマネジメント

介護予防把握事業

介護予防普及啓発事業

地域介護予防活動支援事業

一般介護予防事業評価事業

地域リハビリテーション活動

支援事業

上記以外の介護予防・日常生活

総合事業

合計

※千円未満を四捨五入しているため、合計額が一致しない場合があります。

（６）介護予防・日常生活支援総合事業利用量の見込み

１．利用量の見込み（１か月あたり）

２．給付費の見込み
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２．給付費の見込み

単位：千円

種 別

第７期計画（実績値） 第８期計画（見込値） 推計値

平成

年度

令和

元年度

令和

２年度

見込値

令和

３年度

令和

４年度

令和

５年度

令和

７年度

令和

年度

居住系サービス

特定施設入居者

生活介護

介護予防給付

（要支援）

介護給付

（要介護）

地域密着型サービス

認知症対応型

共同生活介護

介護予防給付

（要支援）

介護給付

（要介護）

地域密着型特定施設入居者

生活介護

地域密着型介護老人福祉施設

入所者生活介護

施設サービス

介護老人福祉施設

介護老人保健施設

介護療養型医療施設

介護医療院

合計

※千円未満を四捨五入しているため、合計額が一致しない場合があります。

２．給付費の見込み （６）介護予防・日常生活支援総合事業利用量の見込み

１．利用量の見込み（１か月あたり）

単位：人

種 別

第７期計画（実績値） 第８期計画（見込値） 推計値

平成

年度

令和

元年度

令和

２年度

見込値

令和

３年度

令和

４年度

令和

５年度

令和

７年度

令和

年度

介護予防・日常生活支援総合事業

訪問介護相当サービス

訪問型サービスＡ

通所介護相当サービス

通所型サービスＡ

 
２．給付費の見込み

単位：千円

種 別

第７期計画（実績値） 第８期計画（見込値） 推計値

平成

年度

令和

元年度

令和

２年度

（見込値）

令和

３年度

令和

４年度

令和

５年度

令和

７年度

令和

年度

介護予防・日常生活支援総合事業

訪問介護相当サービス

訪問型サービスＡ

通所介護相当サービス

通所型サービスＡ

通所型サービスＣ

介護予防ケアマネジメント

介護予防把握事業

介護予防普及啓発事業

地域介護予防活動支援事業

一般介護予防事業評価事業

地域リハビリテーション活動

支援事業

上記以外の介護予防・日常生活

総合事業

合計

※千円未満を四捨五入しているため、合計額が一致しない場合があります。

（６）介護予防・日常生活支援総合事業利用量の見込み

１．利用量の見込み（１か月あたり）

２．給付費の見込み
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（７）特定入所者介護サービス・高額介護（予防）サービスの見直し

１．特定入所者介護サービス

低所得の利用者が、介護保険施設等で施設サービスや短期入所サービスを利用した場合の居

住費（滞在費）・食費には、負担限度額が設定され、この額を超えた分について介護保険から給

付されます。対象者の要件、食費の限度額については、令和３年８月より、第３段階が細分化

されるなど以下のように変更される予定です。

●令和３年７月まで

利用者

負担段階
所得の状況※１

預貯金等の

資産※２

の状況

居住費（滞在費）

食費

従来型個室 多床室
ユニット型

個室

ユニット型

個室的

多床室

１

生活保護受給者の方等

単身：

万円以下

夫婦：

万円以下

円

（ 円）
円 円 円 円

世
帯
全
員
が

住
民
税
非
課
税

老齢福祉年金受給者

の方

２

前年の合計所得金額

＋年金収入額が 万

円以下の方

円

（ 円）
円 円 円 円

３

前年の合計所得金額

＋年金収入額が 万

円超の方

円

（ 円）
円 円 円 円

●令和３年８月から

利用者

負担段階
所得の状況※１

預貯金等の

資産※２

の状況

居住費（滞在費）

食費

従来型個室 多床室
ユニット型

個室

ユニット型

個室的

多床室

１

生活保護受給者の方等
単身：

万円以下

夫婦：

万円以下

円

（ 円）
円 円 円 円

世
帯
全
員
が
住
民
税
非
課
税

老齢福祉年金受給者

の方

２

前年の合計所得金額

＋年金収入額が 万

円以下の方

単身：

万円以下

夫婦：

万円以下

円

（ 円）
円 円 円 円

３ ①

前年の合計所得金額

＋年金収入額が 万

円超 万円以下の方

単身：

万円以下

夫婦：

万円以下

円

（ 円）
円 円 円 円

３ ②

前年の合計所得金額

＋年金収入額が 万

円超の方

単身：

万円以下

夫婦：

万円以下

円

（ 円）
円 円 円 円

※（ ）は介護老人福祉施設に入所した場合又は短期入所生活介護を利用した場合の額です。

※１ 住民票上世帯が異なる（世帯分離している）配偶者（婚姻届を提出していない事実婚も含む。ＤＶ防止法に

おける配偶者からの暴力を受けた場合や行方不明の場合等は対象外）の所得も判断材料とします。

※２ 【預貯金等に含まれるもの】資産性があり、換金性が高く、価格評価が容易なもの。

（７）特定入所者介護サービス・高額介護（予防）サービスの見直し

１．特定入所者介護サービス

２．高額介護（予防）サービス

１か月に受けた介護保険サービスの世帯の利用者負担の合計額が所得に応じた上限額を超

えた場合、その超えた費用を高額介護（予防）サービス費として支給します。自己負担限度額

については、令和３年８月より、「現役並み所得相当（年収約 万円以上）」である方の区

分が、以下のように変更される予定です。

●令和３年７月まで

区分 自己負担限度額

現役並み所得相当の方（年収約 万円以上） 円（世帯）

住民税課税世帯の方 円（世帯）

世帯全員が住民税非課税 円（世帯）

・老齢福祉年金受給者の方

・前年の合計所得金額

＋課税年金収入額が 万円以下の方等

円（世帯）

円（個人）

生活保護の受給者の方等 円（個人）

●令和３年８月から

区分 自己負担限度額

年収約 万円以上の方 円（世帯）

年収約 万円以上の方 万円未満の方 円（世帯）

年収約 万円以上 万円未満の方 円（世帯）

上記以外の住民税課税世帯の方 円（世帯）

世帯全員が住民税非課税 円（世帯）

・老齢福祉年金受給者の方

・前年の合計所得金額

＋課税年金収入額が 万円以下の方等

円（世帯）

円（個人）

生活保護の受給者の方等 円（個人）

２．高額介護（予防）サービス
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（７）特定入所者介護サービス・高額介護（予防）サービスの見直し

１．特定入所者介護サービス

低所得の利用者が、介護保険施設等で施設サービスや短期入所サービスを利用した場合の居

住費（滞在費）・食費には、負担限度額が設定され、この額を超えた分について介護保険から給

付されます。対象者の要件、食費の限度額については、令和３年８月より、第３段階が細分化

されるなど以下のように変更される予定です。

●令和３年７月まで

利用者

負担段階
所得の状況※１

預貯金等の

資産※２

の状況

居住費（滞在費）

食費

従来型個室 多床室
ユニット型

個室

ユニット型

個室的

多床室

１

生活保護受給者の方等

単身：

万円以下

夫婦：

万円以下

円

（ 円）
円 円 円 円

世
帯
全
員
が

住
民
税
非
課
税

老齢福祉年金受給者

の方

２

前年の合計所得金額

＋年金収入額が 万

円以下の方

円

（ 円）
円 円 円 円

３

前年の合計所得金額

＋年金収入額が 万

円超の方

円

（ 円）
円 円 円 円

●令和３年８月から

利用者

負担段階
所得の状況※１

預貯金等の

資産※２

の状況

居住費（滞在費）

食費

従来型個室 多床室
ユニット型

個室

ユニット型

個室的

多床室

１

生活保護受給者の方等
単身：

万円以下

夫婦：

万円以下

円

（ 円）
円 円 円 円

世
帯
全
員
が
住
民
税
非
課
税

老齢福祉年金受給者

の方

２

前年の合計所得金額

＋年金収入額が 万

円以下の方

単身：

万円以下

夫婦：

万円以下

円

（ 円）
円 円 円 円

３ ①

前年の合計所得金額

＋年金収入額が 万

円超 万円以下の方

単身：

万円以下

夫婦：

万円以下

円

（ 円）
円 円 円 円

３ ②

前年の合計所得金額

＋年金収入額が 万

円超の方

単身：

万円以下

夫婦：

万円以下

円

（ 円）
円 円 円 円

※（ ）は介護老人福祉施設に入所した場合又は短期入所生活介護を利用した場合の額です。

※１ 住民票上世帯が異なる（世帯分離している）配偶者（婚姻届を提出していない事実婚も含む。ＤＶ防止法に

おける配偶者からの暴力を受けた場合や行方不明の場合等は対象外）の所得も判断材料とします。

※２ 【預貯金等に含まれるもの】資産性があり、換金性が高く、価格評価が容易なもの。

（７）特定入所者介護サービス・高額介護（予防）サービスの見直し

１．特定入所者介護サービス

２．高額介護（予防）サービス

１か月に受けた介護保険サービスの世帯の利用者負担の合計額が所得に応じた上限額を超

えた場合、その超えた費用を高額介護（予防）サービス費として支給します。自己負担限度額

については、令和３年８月より、「現役並み所得相当（年収約 万円以上）」である方の区

分が、以下のように変更される予定です。

●令和３年７月まで

区分 自己負担限度額

現役並み所得相当の方（年収約 万円以上） 円（世帯）

住民税課税世帯の方 円（世帯）

世帯全員が住民税非課税 円（世帯）

・老齢福祉年金受給者の方

・前年の合計所得金額

＋課税年金収入額が 万円以下の方等

円（世帯）

円（個人）

生活保護の受給者の方等 円（個人）

●令和３年８月から

区分 自己負担限度額

年収約 万円以上の方 円（世帯）

年収約 万円以上の方 万円未満の方 円（世帯）

年収約 万円以上 万円未満の方 円（世帯）

上記以外の住民税課税世帯の方 円（世帯）

世帯全員が住民税非課税 円（世帯）

・老齢福祉年金受給者の方

・前年の合計所得金額

＋課税年金収入額が 万円以下の方等

円（世帯）

円（個人）

生活保護の受給者の方等 円（個人）

２．高額介護（予防）サービス
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３ 総事業費の見込み

介護保険事業を運営するために必要となる費用は、介護給付費、予防給付費、地域支援事業

に要する費用から構成されます。

第８期計画の３年間における介護保険事業の総事業費の見込みは、次のとおりです。

■総事業費の見込み

単位：千円

第８期計画（見込値） 推計値

合計
令和

３年度

令和

４年度

令和

５年度

令和

７年度

令和

年度

標準給付費見込額

総給付費

特定入所者介護サービス費等給付額

（財政影響額調整後）

特定入所者介護サービス費等給付額

特定入所者介護サービス費等の見直し

に伴う財政影響額

高額介護サービス費等給付額

（財政影響額調整後）

高額介護サービス費等給付額

高額介護サービス費等の見直しに伴う

財政影響額

高額医療合算介護サービス費等給付額

算定対象審査支払手数料

地域支援事業費

介護予防・日常生活支援総合事業費

包括的支援事業（地域包括支援センターの

運営）及び任意事業費

包括的支援事業（社会保障充実分）

標準給付費＋地域支援事業費（計）

第１号被保険者負担分相当額

調整交付金相当額

調整交付金見込額

準備基金取崩額

保険者機能強化推進交付金等の交付見込額

保険料収納必要額

※千円未満を四捨五入しているため、合計額が一致しない場合があります。

3 総事業費の見込み ４ 第１号被保険者の保険料の設定

（１）介護保険制度の財源割合

介護（予防）サービス等を利用する場合、費用の１割又は２割、３割が利用者の自己負担と

なり、残りの９割～７割が介護保険から給付になります。

介護保険制度では社会全体で支え合うため、被保険者の介護保険料と公費を財源として運

営します。

被保険者は 歳以上の「第１号被保険者」と、 歳から 歳までの「第２号被保険者」

に分かれ、第２号被保険者の保険料は加入している医療保険（健康保険）と一緒に納めます。

第１号被保険者の保険料は年金からの天引きにより納める方法（特別徴収）、もしくは口座振

替や金融機関等へ納付書で直接納める方法（普通徴収）のいずれかの方法により納めます。

●居宅サービス ●施設サービス

●地域支援事業 ●地域支援事業

（介護予防・日常生活支援総合事業） （包括的支援事業・任意事業）

※国の調整交付金の割合に応じて、第１号被保険者保険料の割合が変動します。

第１号被保険者

第２号被保険者

真岡市

栃木県

国

調整交付金

第１号被保険者

第２号被保険者

真岡市

栃木県

国

調整交付金

第１号被保険者

第２号被保険者

真岡市

栃木県

国

調整交付金

第１号被保険者

真岡市

栃木県

国

4 第１号被保険者の保険料の設定
（１）介護保険制度の財源割合
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３ 総事業費の見込み

介護保険事業を運営するために必要となる費用は、介護給付費、予防給付費、地域支援事業

に要する費用から構成されます。

第８期計画の３年間における介護保険事業の総事業費の見込みは、次のとおりです。

■総事業費の見込み

単位：千円

第８期計画（見込値） 推計値

合計
令和

３年度

令和

４年度

令和

５年度

令和

７年度

令和

年度

標準給付費見込額

総給付費

特定入所者介護サービス費等給付額

（財政影響額調整後）

特定入所者介護サービス費等給付額

特定入所者介護サービス費等の見直し

に伴う財政影響額

高額介護サービス費等給付額

（財政影響額調整後）

高額介護サービス費等給付額

高額介護サービス費等の見直しに伴う

財政影響額

高額医療合算介護サービス費等給付額

算定対象審査支払手数料

地域支援事業費

介護予防・日常生活支援総合事業費

包括的支援事業（地域包括支援センターの

運営）及び任意事業費

包括的支援事業（社会保障充実分）

標準給付費＋地域支援事業費（計）

第１号被保険者負担分相当額

調整交付金相当額

調整交付金見込額

準備基金取崩額

保険者機能強化推進交付金等の交付見込額

保険料収納必要額

※千円未満を四捨五入しているため、合計額が一致しない場合があります。

3 総事業費の見込み ４ 第１号被保険者の保険料の設定

（１）介護保険制度の財源割合

介護（予防）サービス等を利用する場合、費用の１割又は２割、３割が利用者の自己負担と

なり、残りの９割～７割が介護保険から給付になります。

介護保険制度では社会全体で支え合うため、被保険者の介護保険料と公費を財源として運

営します。

被保険者は 歳以上の「第１号被保険者」と、 歳から 歳までの「第２号被保険者」

に分かれ、第２号被保険者の保険料は加入している医療保険（健康保険）と一緒に納めます。

第１号被保険者の保険料は年金からの天引きにより納める方法（特別徴収）、もしくは口座振

替や金融機関等へ納付書で直接納める方法（普通徴収）のいずれかの方法により納めます。

●居宅サービス ●施設サービス

●地域支援事業 ●地域支援事業

（介護予防・日常生活支援総合事業） （包括的支援事業・任意事業）

※国の調整交付金の割合に応じて、第１号被保険者保険料の割合が変動します。

第１号被保険者

第２号被保険者

真岡市

栃木県

国

調整交付金

第１号被保険者

第２号被保険者

真岡市

栃木県

国

調整交付金

第１号被保険者

第２号被保険者

真岡市

栃木県

国

調整交付金

第１号被保険者

真岡市

栃木県

国

4 第１号被保険者の保険料の設定
（１）介護保険制度の財源割合

89

第
１
章

第
２
章

第
３
章

第
４
章

第
５
章

第
６
章

資
料
編

（第 8期 2021 ～ 2023 年度）



（２）保険料段階の設定

第８期介護保険料所得段階別保険料額については、以下のように設定しました。

区 分
第８期

保険料率 年額保険料

世
帯
全
員
が
住
民
税
非
課
税

第１段階

・生活保護を受給している方、世帯全員が住

民税非課税で老齢福祉年金を受給してい

る方

・世帯全員が住民税非課税で、本人が公的年

金等収入額と合計所得金額を合わせて

万円以下の方

基準額×
円

基準額×

（ ）
円

第２段階

世帯全員が住民税非課税で、本人が公的年

金等収入額と合計所得金額を合わせて 万

円を超え 万円以下の方

基準額×
円

基準額×

（ ）
円

第３段階

世帯全員が住民税非課税で、本人が公的年

金等収入額と合計所得金額を合わせて

万円を超える方

基準額×
円

基準額×

（ ）
円

本
人
が
住
民
税

非
課
税

世
帯
の
誰
か
が

住
民
税
課
税

第４段階

本人以外に住民税課税の方がいる世帯で、

本人が住民税非課税で、公的年金等収入額

と合計所得金額を合わせて 万円以下の方

基準額×
円

第５段階

本人以外に住民税課税の方がいる世帯で、

本人が住民税非課税で、公的年金等収入額

と合計所得金額を合わせて 万円を超える

方

基準額 円

本
人
が
住
民
税
課
税

第６段階
本人が住民税課税で合計所得金額 万円

未満の方

基準額×
円

第７段階
本人が住民税課税で合計所得金額 万円

以上 万円未満の方

基準額×
円

第８段階
本人が住民税課税で合計所得金額が 万

円以上 万円未満の方

基準額×
円

第９段階
本人が住民税課税で合計所得金額が 万

円以上 万円未満の方

基準額×
円

第 段階
本人が住民税課税で合計所得金額が 万

円以上 万円未満の方

基準額×
円

第 段階
本人が住民税課税で合計所得金額が 万

円以上 万円未満の方

基準額×
円

第 段階
本人が住民税課税で合計所得金額が

万円以上の方

基準額×
円

※１ 第１段階から第３段階の（ ）は、公費投入により軽減された保険料率及び年額保険料です。

※２ 合計所得金額について

・第１段階から第５段階については、公的年金収入にかかる雑所得を控除した額。

・土地を譲渡した場合に生じる売却収入等がある場合、租税特別措置法に規定される長期譲渡所得及び短

期譲渡所得に係る特別控除額を控除した額。

 

（２）保険料段階の設定 （３）低所得者への対応

（４）介護給付費準備基金取崩しによる負担軽減策
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（２）保険料段階の設定

第８期介護保険料所得段階別保険料額については、以下のように設定しました。

区 分
第８期

保険料率 年額保険料

世
帯
全
員
が
住
民
税
非
課
税

第１段階

・生活保護を受給している方、世帯全員が住

民税非課税で老齢福祉年金を受給してい

る方

・世帯全員が住民税非課税で、本人が公的年

金等収入額と合計所得金額を合わせて

万円以下の方

基準額×
円

基準額×

（ ）
円

第２段階

世帯全員が住民税非課税で、本人が公的年

金等収入額と合計所得金額を合わせて 万

円を超え 万円以下の方

基準額×
円

基準額×

（ ）
円

第３段階

世帯全員が住民税非課税で、本人が公的年

金等収入額と合計所得金額を合わせて

万円を超える方

基準額×
円

基準額×

（ ）
円

本
人
が
住
民
税

非
課
税

世
帯
の
誰
か
が

住
民
税
課
税

第４段階

本人以外に住民税課税の方がいる世帯で、

本人が住民税非課税で、公的年金等収入額

と合計所得金額を合わせて 万円以下の方

基準額×
円

第５段階

本人以外に住民税課税の方がいる世帯で、

本人が住民税非課税で、公的年金等収入額

と合計所得金額を合わせて 万円を超える

方

基準額 円

本
人
が
住
民
税
課
税

第６段階
本人が住民税課税で合計所得金額 万円

未満の方

基準額×
円

第７段階
本人が住民税課税で合計所得金額 万円

以上 万円未満の方

基準額×
円

第８段階
本人が住民税課税で合計所得金額が 万

円以上 万円未満の方

基準額×
円

第９段階
本人が住民税課税で合計所得金額が 万

円以上 万円未満の方

基準額×
円

第 段階
本人が住民税課税で合計所得金額が 万

円以上 万円未満の方

基準額×
円

第 段階
本人が住民税課税で合計所得金額が 万

円以上 万円未満の方

基準額×
円

第 段階
本人が住民税課税で合計所得金額が

万円以上の方

基準額×
円

※１ 第１段階から第３段階の（ ）は、公費投入により軽減された保険料率及び年額保険料です。

※２ 合計所得金額について

・第１段階から第５段階については、公的年金収入にかかる雑所得を控除した額。

・土地を譲渡した場合に生じる売却収入等がある場合、租税特別措置法に規定される長期譲渡所得及び短

期譲渡所得に係る特別控除額を控除した額。

 

（２）保険料段階の設定 （３）低所得者への対応

（４）介護給付費準備基金取崩しによる負担軽減策
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